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中国税務 

 

越境電子商取引の小売輸入に関

する新しい租税政策の公布 
 

 

中国政府は 3月末から 4月初めにかけて一連の通達を公布し、2016年 4月 8日か

ら、越境電子商取引（以下、越境 EC）の小売輸入（企業と消費者の取引、即ち

B2C）に対して、新しい租税政策を実施する旨を明らかにした1。新政策の実施後、

越境 ECの小売輸入に係る税負担に変化が生じる。 

 

背景 

 

規定に基づき、中国税関は一般的に、輸入される商品を輸入貨物と輸入物品（個人

が携帯して国内に持ち込む荷物または国内に郵送される物品。合理的な数量の自己

使用目的のものに限る）の二種類に分けて、輸入段階の税金を徴収している。輸入

貨物は通常、課税価格と適用税率に基づき計算した輸入関税、増値税と消費税（適

用される場合）を徴収される。この課税価格は取引価格に基づき決定される。輸入

物品は一般的に貿易属性を持たず、ほとんどの場合、固定課税価格と総合税率によ

って計算した税金（輸入物品の場合、“行郵税”と称される）を徴収されるが、そ

れが一定額以下であれば、徴収を免除される。輸入貨物に比べて、輸入物品のほう

が税額の計算が簡単であり、全体的な税負担も小さい。 

 

これまでの実務（特に越境 ECの試験的運用地区）では、個人が越境 ECプラット

フォームを通じて購入する商品は多くの場合、輸入物品として扱われ、行郵税が課

されてきた。このような商品取引は以前からある輸入物品とは異なり、一定の貿易

属性を有するため、もし当該取引に行郵税しか課されないならば、国内販売用に一

般貿易で輸入される貨物および国産貨物よりも全体的な税負担が小さくなり、競争

が不公平なものとなり得る。ゆえに中国政府は、越境 ECの小売輸入に対して新し

い租税政策（以下、越境 ECの小売輸入租税政策）を実施することを決定した。今

後、越境 ECの小売輸入商品は輸入貨物として扱われるようになるが、一般輸入貨

物とは別に、独自の方法で税額の計算と徴収が行われる。今回の政策の変更は、中

国が実質的に輸入される商品を一般輸入貨物、輸入物品、越境 ECの小売輸入商品

の三種類に分け、それぞれに異なる輸入租税政策が適用されることを意味する。 

 

                                                
1 主な関連通達は以下のとおりである。 

 「越境電子商取引の小売輸入に係る租税政策についての通知」（財関税[2016]18号） 

 「越境電子商取引の小売輸出入商品に対する監督管理に関する事項についての公告」（税関総署公告 2016年第 26号） 

 「越境電子商取引の小売輸入商品リストの公布に関する公告」（財政部、発展改革委員会、工業情報化部、農業部、商務部、税関総署、

国家税務総局、質検総局、食品薬品監管総局、絶滅危惧種輸出入管理弁公室、国家暗号管理局公告 2016年第 40号） 

 「越境電子商取引の小売輸入商品リスト（第二弾）の公布に関する公告」（財政部、発展改革委員会、工業情報化部、環境保護部、農業

部、商務部、中国人民銀行、税関総署、国家税務総局、質検総局、新聞出版広電総局、食品薬品監管総局、絶滅危惧種輸出入管理弁公室

公告 2016年第 47号） 
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上記の政策変更と合わせて、中国は輸入物品に適用される行郵税税率の調整も行っ

た2。これにより、各商品に係る行郵税税率は同種類の輸入貨物に係る総合税率とほ

ぼ一致するようになる。当該変更も 2016年 4月 8日から実施される。 

 

新政策の概要 

 

納税主体 

 

新しい越境 ECの小売輸入租税政策の下で、越境 ECの小売輸入商品を購入する個

人が納税義務者となり、EC企業、ECプラットフォーム企業または物流企業を代理

徴収代理納付義務者とすることができる。 

 

適用範囲 

 

商品の範囲 – 工業原材料等の商品が越境 ECの小売輸入のルートから国内に入るこ

とを避けると同時に、日常的な徴税管理を行いやすくするために、越境 ECの小売

輸入租税政策の適用対象商品に対しては、リストによる管理を実施する。財政部等

の部門が先ごろ公布した二つの商品リストにはそれぞれ 1,142と 151の 8桁のコー

ドの商品が含まれている。それらの商品は主に、国内に一定の消費需要があり、関

係部門の監督管理要求を満たすことができ、かつ国際宅配、国際郵便等で輸入可能

な生活消費品であり、一部の食品・飲料、衣服・靴・帽子、家庭用電器および一部

の化粧品、紙おむつ、児童用玩具、マグボトル等が含まれる。越境 ECの小売輸入

商品リストは、越境 ECの発展状況と消費者の需要の変化等の要因に応じて、適時

に調整される。 

 

取引の範囲– 越境 ECの小売輸入租税政策を適用する取引は、以下の条件を満たす

必要がある。 

 

 税関とネットワークでつながる ECプラットフォームを通じた取引であ

り、取引、支払、物流の電子情報（“三単”）の照合が実現できること。 

 税関とネットワークでつながる ECプラットフォームを通じた取引ではな

いが、宅配、郵便企業が統一的に取引、支払、物流等の電子情報を提供で

き、かつ相応の法的責任を負うことを承諾すること。 

 

税額の計算 

 

新政策が実施されるまで、越境 ECの小売輸入商品は一般的に輸入物品として行郵

税を徴収されていた。下表は、新しい越境 ECの小売輸入租税政策と従来の輸入物

品（個人の郵送による輸入物品）に係る行郵税政策の下での税額の計算を比較した

ものである。 

 

 越境 EC の小売輸入商品 輸入物品 

（個人の郵送による輸入物品） 

取引 

上限額 

1回の取引は 2,000元、個人

の年間の取引は 2万元を上限

額とする。 

 

上限額を超える場合は、一般

輸入貨物として、輸入段階の

税金を全額徴収する。 

１回の取引につき、800元（香港、マ

カオ、台湾からの輸入の場合）または

1,000元（香港、マカオ、台湾以外か

らの輸入の場合）を上限額とする。 

 

分割できない物品が 1件のみある場

合、上限額を超えても、審査の結果、

個人の自己使用目的のものであると認

められれば、輸入物品として扱う。 

 

その他の場合、上限額を超えれば、返

送するか、貨物の規定に従って通関手

続を行う。 
 

 

                                                
2主な関連通達は以下のとおりである。 

 「輸入物品に係る輸入税の調整に関する問題についての通知」（税委会[2016]2号） 

 「<中華人民共和国輸入物品分類表>および<中華人民共和国輸入物品課税価格表>に関する公告」（税関総署公告 2016年第 25号） 
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 越境 EC の小売輸入商品 輸入物品 

（個人による郵送物品） 

課税価格 実際の取引価格（商品の小売価

格、輸送料と保険料を含む） 

『課税価格表』に記載された固定価格によ

り決定する。『課税価格表』に記載がない

場合、同一物品、同一源泉地の直近の主要

市場における小売価格に基づき決定する。 

 

試験的運用地区の越境 EC企業は、電子注

文書の実際の販売価格を課税価格とする。 

適用税率 関税税率 0% 

増値税、消費税は、法定納税額

の 70%を徴収する。 

2016年 4月 7日以前：10%、20%、

30%、50% 

 

2016年 4月 8日以降：15%、30%、60% 

免税枠 なし 輸入税の税額が 50元以下の場合は免税と

なる。 

返品および 

税額還付 

通関日から 30日以内に返品する

場合は、税額還付を申請するこ

とができる。また、個人の年間

の取引総額も調整される。 

なし 

 

 

デロイトのコメント 

 

関連商品の輸入に係る税負担の増加 

 

新政策が実施されるまで、越境 ECの小売輸入商品には行郵税が課されていたため、その税負担は全体として一般貿易

による輸入貨物よりも小さかった。行郵税政策における 50元以下の税額の免除や、1件の分割できない物品が個人の自

己使用目的のものであれば、上限額を超える場合でも輸入物品として扱うという規定は、税負担の低減を図れる可能性

のあるものとして、一部の越境 EC企業の関心を集めた。 

 

新政策の実施後、当該政策が適用される商品は、関税税率が 0%となり、増値税、消費税は法定納税額の 70%のみが徴

収される。また、一般輸入貨物として扱われない取引の上限額も引き上げられた。しかし、一方で 50元以下の税額の

免除等は受けられなくなり、輸入に係る全体的な税負担は大きくなる可能性がある。そのうち、大部分の消費税を課さ

れない商品の総合税率の水準は 11.9%となる。 

 

商品または取引が規定の条件を満たさず、新政策を適用できない場合は、なお行郵税を課されることになるが、4月 8

日から適用される行郵税税率も従来より高くなる。 

 

具体的な商品について見てみると、輸入に係る税負担が大きくなるものも小さくなるものもある。下表は、新政策の実

施前後における、一部の商品の輸入に係る税負担を比較したものである。（いずれも取引の上限額を超えず、一般輸入

貨物として扱われないと仮定する。） 

 

商品 実際の取引価格 

（人民元） 

従来の行郵税 越境 EC の小売輸入 

に係る税金 

税負担の比較 

税率 輸入税 a 総合税率 輸入税 税負担の

変化 

税負担の 

増減率 b 

食品 
500 10% 0 c 11.9% 59.5 + 59.5 + 11.9% 

600 10% 60 11.9% 71.4 + 11.4 + 1.9% 

紡績品 
250 20% 0 c 11.9% 29.75 + 29.75 + 11.9% 

300 20% 60 11.9% 35.7 - 24.3 - 8.1% 

化粧品 
100 50% 0 c 47% 47 47 + 47% 

120 50% 60 47% 56.4 - 3.6 - 3% 

 
a 試験的運用の対象である越境 EC企業の場合、電子注文書の販売価格に行郵税税率をかけて納税額を算出する。 
b 税負担の増減率は、輸入税の増減額を取引価格で割って算出した。 
c 算出された納税額が 50元以下であるため、輸入税は免除される。 

 

越境 EC に対する税関の実務と管理の規範化 

 

新しい越境 ECの小売輸入租税政策では、“三単合一”という税関の管理上の要求を強調している。即ち、ECプラット

フォームを税関とネットワークでつなげ、“三単”（即ち、注文、支払、物流の情報）を照合できるようにする必要が

ある。ECプラットフォームが税関とネットワークでつながっていない場合は、宅配企業、郵便企業が“三単”の情報



を提供し、かつ相応の法的責任を負うことを承諾しなければならない。また、越境 ECの小売輸入租税政策では、商品

のポジティブリストが導入され、越境 ECの小売輸入として扱える商品はリスト上の商品に限られる。さらに、従来は

越境 EC取引で返品が生じた場合の税金の取扱いに関する規定がなかったが、新政策では、返品と税額還付の可能性が

初めて示された。これは、返品率の高いアパレル業の越境 EC企業にとって、積極的な意味を持つものである。 

 

これまで税関は、越境 ECの小売輸入商品を行郵税の課税対象として管理してきたため、税関調査の対象としていなか

った。しかし、新政策では、越境 ECの小売輸入商品は輸入貨物の範疇に入ることが明らかにされている。このこと

は、「税関法」および「税関調査条例」の関連規定に基づき、税関がこのような貨物の輸出入に直接関連する EC企業

に対して調査を行う権限を有することを意味する。 

 

越境 EC 業界における競争の変化 

 

新政策はマタニティ・ベビー商品、食品、保健品等の人気のある日用品の税負担に比較的大きな影響を与えるものであ

り、これらの日用品を専門的に取り扱う小型の ECプラットフォームの価格の優位性はなくなるだろう。一方で、化粧

品、アパレル、小型家電、ハンドバッグ、奢侈品等が受ける影響は比較的小さく、特に一部の高級品に係る税負担はむ

しろ従来より小さくなるため、主にこれらの商品を取り扱う中型・大型の ECプラットフォームにとっては、差別化に

よる競争優位性を得る上で有利といえる。 

 

全体として、新政策は越境 ECの小売輸入商品と一般輸入貨物の間の税負担の差を縮小するものであり、輸入に係る税

負担の差に過度に依存して価格競争を行うという望ましくない状態を変え、越境 EC企業が経営と流通の効率の向上を

図り、独自の優位性を発揮するよう導く上での助けとなるだろう。 

 

 

アドバイス 

 

 中国において越境 ECの小売輸入業務に投資する意向のある企業は、新政策の公布を機に、中長期的な発展に有利

な投資プロジェクトについてできるだけ早く検討することを提案する。 

 

 税関での届出を行っていない越境 ECプラットフォームは、越境 ECの輸入租税政策の適用が難しくなるため、潜

在的な影響について評価し、今後の発展の方向性について早急に検討することを提案する。 

 

 すでに運営段階にある越境 EC企業については、新政策がもたらす影響を分析すること、現行の投資の枠組みと事

業モデルを整理して最適化を図ること、業界の長期的な発展の方向性を見て、短期的、長期的な戦略を適時に見直

すことを提案する。 

 

 新政策を適用する越境 EC企業は今後、税関調査を受ける可能性があることから、適切に自らを管理し、コンプラ

イアンスの意識を高め、リスクに対応する必要がある。このような企業が必要に応じて専門家のサポートを求め、

できるだけ早く日常的な輸出入活動のコンプライアンスに対して自己検査を行うことを提案する。 

 

 業界内で注目されている返品と税額還付の具体的な手続や、検査検疫等の監督管理措置については、まだ細則が出

されていないため、実際の運用に関して不確定性が存在する。関係する EC企業が今後の動向に留意することを提

案する。 

 

 個人消費者については、1回の取引および年間の取引の上限額に関する新しい規定、郵送による輸入物品、個人が

携帯して持ち込む物品に関する変更点に留意し、合理的な消費計画を立てることを提案する。 

 

 

 

 

上述の内容についてより詳しく理解したい場合は、デロイトの Customs & Global Tradeサービスチームまでご連絡くだ

さい。 
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